
デジタルガバナンス・コード

⚫ 2020年11月9日公表。企業のデジタル経営のために実践すべき事項をとりまとめ。

⚫ 2022年９月13日改訂。「デジタルガバナンス・コード2.0」に。
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情報処理促進法に基づく指針
（経産大臣告示）

情報処理促進法施行
規則（経済産業省令）

根拠

根拠 ②認定基準

(2) 望ましい方向性

デジタルガバナンス・コード

(3) 取組例

(1) 基本的事項

①柱となる考え方
ＤＸ認定の
認定基準

ＤＸ銘柄の
評価・選定基準

※２年に一度の見直しを規定

デジタルガバナンス・コードの項目
（デジタルガバナンスの達成度を測る評価基準）

1. 経営ビジョン・ビジネスモデル
2. 戦略
2.1 組織づくり・人材・企業文化に関する方策
2.2 ITシステム・デジタル技術活用環境の整備に

関する方策
3. 成果と重要な成果指標
4. ガバナンスシステム



デジタルガバナンス・コードの活用方法

⚫ 対象：すべての事業者
上場・非上場、企業規模、法人形態を問わず大企業から個人事業主に至るまであらゆる事業者が参照できるものとして策定

⚫ 使い方：×遵守すべきルール ○取組推進のための羅針盤
DXを進める際に、ステップごとに取組を推進していくため、（１）基本的事項、（２）望ましい方向性、（３）取組例を示す

■これからDXに取り組む企業

・DX推進指標で自社の課題・業種内の立ち位置把握

・「（１）基本的事項」 に沿った取組を実施。

・「（１）②認定基準」 に定める取組の実施と情報開示
→基準を満たせば「DX認定」取得！

先進企業

DX認定企業

これからDXに
取り組む企業

■DX認定企業 = 一定以上のDX取組を行っている上場企業

（・取組実施しているが認定未取得の場合は認定を申請）

・（２）望ましい方向性 及び（３）取組例 の事項を実践しDX推進

・上場企業はこれらの取組について、年に一度の「DX調査」に回答する
ことで、自社の取組状況を確認。

→優良企業は、「DX銘柄」に選定、自社情報の発信機会に！

■先進企業 ＝ DX銘柄選定企業等
※非上場企業向けに「DXセレクション」も実施

・優良企業として、自社の取組を発信。

・業種・産業・社会のDX推進に変革を波及
DX認定は「免許証」！
・取得して終わりではなく、取得してから、
どのようにDXを推進していくかが重要。

・高度なテクノロジーを求めるものでは
ないので、まずは検討を！

DX推進指標は「体重計」
・ダイエットに取り組むにもまずは
現状把握から！。

・DXに取り掛かる際にも、
まずはDX推進指標で課題・現状を
把握することが有効です。



デジタルガバナンス・コードに沿ったDX推進施策

これからDXに取り組む企業
まずは「DX推進指標」で自己診断の実施を！
フォームに必要事項を入力して送信すれば、
自社の課題や業種内の位置などがわかります（無料！）

DX認定企業（DX-Readyレベル）
デジタルガバナンス・コードに沿って、基本的な取組を実施。
これからDXに取り組んでいく体制が整備できた企業。

DXの取組が進み、成果も現れている

未だDXに取り組めていない

（すべての事業者）

（上場企業）

(中堅・中小企業等)

DX推進指標
（すべての事業者）

先進企業（DX銘柄・DXセレクション企業）
デジタルガバナンス・コードに沿って、特に優良な取組を実施。
各業種や地域において、他の企業の模範となるような企業。

⚫ 企業のDXレベルに合わせて、企業認定や優良企業選定などの施策を提供


